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における女性の割合では、 ０%が 24.1%、 ０ ～
20%未満では 53.8%、０～30%未満では 76.0%に
上った（図８）。「指導的地位に女性が占める割合
を少なくとも 30%程度とする」 ことを目指す国
の方針（第３次男女共同参画基本計画，2010）に
遠く及ばない現状が浮き彫りになった。
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委員会を対象に、学校期における女子のスポーツ
参加の促進に関する認識と取組について調査を行
った結果、以下のことが明らかになった。
・文部科学省が作成した「子どもの体力向上のた
めの取組ハンドブック」についての認識率は高
かったが、幼児期を対象とした「体力向上の基
礎を培うための幼児期における実践活動の在
り方に関する調査研究」報告書については、認
識率が低かった。
・子どもの体力や運動実施の傾向について、全体
的な把握はなされているものの、女子の特徴に
ついての認識率は顕著に低かった。
・「スポーツ基本法」及び「スポーツ基本計画」、
体力・運動能力調査の結果について、包括的な
理念については概ね認識されているものの、女
子のスポーツ促進の重要性や女子への取組が
重要な課題になっていることについては十分
認識されているとは言えなかった。
・子どもの体力・運動能力の向上及び運動習慣の
定着に関する取組は、回答が得られたほぼすべ
ての教育委員会の体育・スポーツ関連部署で実
施されていたが、その中で女子に特化した取組
を行っていたのは、わずか6.8%で１割にも満
たなかった。しかし、女子に対する取組を行っ
ていない教育委員会でも、約８割がその必要性
を認識していたことから、具体的な取組例に関
する情報の共有化が求められることが示唆さ
れた。
・女子の体力・運動能力の向上及び運動習慣の定
着のために、教育行政として取組むのに適切か
つ実行可能だと回答されたのは、子ども・保護
者・指導者への「十分な知識の提供」と「暴力・
セクシュアルハラスメントに対する防止策の
強化」であった。次いで、子どもや指導者・管
理者への「意識調査」など、従来型の取組があ
げられた。
・教育行政としての取組において、これまであま
り目が向けられてこなかったと思われる、「部
活動やクラブ以外でのより自由な運動の場所
や機会の提供」や「既存の部活動やクラブにお
いて女子が好む種目を増やす」 ことについて
は、実行可能性は低くみられたものの、適切さ
においては一定の評価が得られた。これらは、
平成25年度全国体力・運動能力・運動習慣等
調査の結果を受けて、 文部科学省がまとめた
「もっと運動するようになる条件」（「好き・で
きそうな種目があれば」「友達と一緒にできた
ら」「自分のペースで運動ができたら」）とも関
連することから、今後、具体的な取組につなが
る可能性が期待される。
・教育行政としての取組において、適切性と実行
可能性がともに低い値を示したのは、指導者や
役員の女性の登用に関するものであった。これ
を裏付けるかのように、回答者が所属する教育
委員会の体育・スポーツ関連部署では、女性が
一人もいないところが約1/4（24%） 存在し、
2/3を上回る76%で、国が目標とする指導的地
位に女性が占める最低割合の30%に満たなか
った。こうした体育・スポーツ関連部署におけ
る女性比率の低迷が、女子のスポーツ参加促進
への着目の弱さを招き、実際の認識と取組に影
響しているとも考えられる。
各教育委員会は、文部科学省と傘下にある学校
とのハブの役割を担いながら、地域に根ざした教
育活動を統括する。学校期における女子のスポー
ツ参加を促進する取組は、まず課題の重要性を認
識することから始まる。課題が認識された後も、
取組の具体化、実施、効果の確認が行なわれるま
でには、いくつかの段階が存在する。各段階にお
ける情報の共有化を進め、スポーツが得意で活動
的な児童・生徒を伸ばしながらも、スポーツから
離れがちな児童・生徒にも目を向け、適切な取組
を行っていくことは、体力の二極化が進む中で今
後ますます重要になると思われる。その喫緊の課
題が、スポーツ離れが顕著な女子に対する取組で
あり、その推進は男子を含む全体のレベルアップ
につながっていくことは明らかである。関係機関
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と連携した教育行政の主体的な取組に期待した
い。
本研究の一部は、平成 25年度国士舘大学体育
学部附属体育研究所の研究助成により実施され
た。
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